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地域社会とのリレーションシップ

琉球銀行の地域貢献についての考え方

地域密着型金融推進計画の進捗状況
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　2007年度は経営改善支援対象先として302先（うち非正常先247先）を選定し、非正常先のなかでは10％強にあたる26先

に対して債務者区分のランクアップを実現しました。

　なかには、当行のM&Aやビジネスマッチングサービスを有効活用した支援事例もありました。

　琉球銀行は、2003年4月以降、2次のアクションプログラムを通して、4年にわたり地域密着型金融に取り組んできました。

　2007年度以降については、金融庁の金融審議会金融分科会第二部会において、「地域密着型金融は、中小・地域金融

機関が引き続き取組みを進めていくべきもの」との結論が示されたことを踏まえて、金融庁の「中小・地域金融機関向けの

総合的な監督指針」のなかで、地域密着型金融の推進が「恒久的な枠組み」として盛り込まれました。

　新しい地域密着型金融においては、「ライフサイクルに応じた取引先企業の支援強化」、「事業価値を見極める融資手法

をはじめ中小企業に適した資金供給手法の徹底」、「地域の情報集積を活用した持続可能な地域経済への貢献」の三つ

の分野についての取り組みが求められています。

　琉球銀行は、経営理念である「地域から親しまれ、信頼され、地域社会の発展に寄与する銀行」を踏まえつつ、地域密

着型金融に引き続き積極的に取り組んでいきます。

　琉球銀行は、地方銀行の基本的な使命は、「地域の金融インフラを支える存在として、円滑な資金供給と金

融サービスを提供することにある」と認識し、本業である銀行業務を通じた地域貢献こそが、地方銀行本来の

あり方と考えています。こうした基本理念に基づき、琉球銀行では県民からお預かりした預金の大部分を県内

の中小企業・個人の皆さまに供給し、県経済・社会の発展に貢献しています。

　同時に、地方銀行には、地域社会に根ざした良き企業市民として社会的責任を果たすことが求められてお

り、琉球銀行は芸術・文化・スポーツ振興支援や福祉・環境保護活動などのほか、さまざまなボランティア活動

にも積極的に取り組んでいます。

　琉球銀行は、バランスの取れた地域貢献活動により、地域とともに持続的な発展を目指します。

地域密着型金融について

ライフサイクルに応じた取引先企業の支援強化

　2006年8月に小口事業者向けの短期資金の融資商品｢速実行10｣の取り扱いを開始しましたが、起業または創業間もな

い事業者においては安定した長期資金のニーズが見込まれることを踏まえ、｢速実行10｣と同様に借入手続きを簡略化し

た長期性の融資商品として、沖縄県信用保証協会との提携商品｢速マル｣の取り扱いを2008年2月に開始しました。  

　「速実行10」の取り扱いは2007年度累計で873件、1,184百万円、 「速マル」の取り扱いは、2007年度累計で29件、84百万

円となりました。

起業者・業歴の浅い事業者への融資支援

経営改善計画の策定ならびに実行支援

経営計画等を通して

積極的な取り組みを

継続していきます
ライフサイクルに応じた取引先企業の支援強化

地 域 密 着 型 金 融

地域の情報集積を活用した持続可能な地域経済への貢献

事業価値を見極める融資手法をはじめ中小企業に適した
資金供給手法の徹底
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2007年度［2007年4月～2008年3月］

事業価値を見極める融資手法をはじめ中小企業に適した資金
供給手法の徹底

経営改善支援の取り組み実績
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　お客さま独自での経営改善が困難な案件については、外部機関を積極的に活用しました。

　2007年度は沖縄県中小企業再生支援協議会への案件持込を3件、おきなわ中小企業再生ファンドへの案件持込を2件

実施し、抜本的かつスピーディーな経営改善に向けた支援を行いました。

正　常　先
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合　計

破　綻　先

実質破綻先

破綻懸念先

うち要管理先

うちその他要注意先

単位：先数

期初債務者数債務者区分 期末に債務者区分
が上昇した件数

経営改善支援
取り組み先

■債務者区分の定義
正常先：
業況良好で財務内容にも特段の問題がないと認められる先

要注意先：
今後の管理に注意を要する先

要管理先：
要注意先のうち3カ月以上の延滞または貸出条件を緩和してお
り今後の管理に注意を要する先

破綻懸念先：
今後経営破綻に陥る可能性が高いと判断される先

実質破綻先：
法的、形式的な経営破綻の事実は発生していないものの、実質
的に経営破綻に陥っている先

破綻先：
法的、形式的な経営破綻の事実が発生している先
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中小企業再生支援協議会の活用ならびに各種ファンドの活用

　琉球銀行は経営課題として掲げる「問題解決型金融機能の強化」策の

一環として、ファミリービジネス（同族企業）に対する事業承継支援に力を

入れています。

　2007年度の事業承継等のコンサルティングの実績は受付件数で157件、

契約件数で20件となりました。あわせて県内ファミリービジネスオーナー向

けに各種セミナー（事業承継、M&A、ファミリービジネスをテーマに各1

回）、事業承継個別相談会（延べ2回）を実施し、セミナーには延べ259人が

来場、個別相談会には延べ27社の参加がありました。 

　こうした取り組みは、2007年11月30日に開催された「地域密着金融に関

するシンポジウム」（内閣府沖縄総合事務局財務部主催）において発表し

たほか、先進的な取り組みや広く実践されることが望ましい取り組み事例

の一つとして金融庁のホームページにも紹介されました。

ファミリービジネス（同族企業）に対する事業承継支援

　不動産担保・個人保証に過度に依存しない融資手法として、動産・債権譲渡担保融資、ABL（Asset Based Lending）に積

極的に取り組みました 。

　動産担保融資については、2007年7月にキャンピングカーを担保に初実行し、その後も作業用クレーン等を担保とした案

件を2件実行しました（動産担保融資の累計実行額：358百万円）。

　売掛債権担保融資については、2008年2月に県信用保証協会のABL保証制度を活用して、100百万円の融資を実行しま

した。

不動産担保、個人保証に依存しない多様な融資形態の提供

コンサルティング受付件数の推移（件）
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起業者や業歴の浅い事業者にとって利用しやすい借入手続を簡素化した当行独
自の融資商品「速実行10」ならびに沖縄県信用保証協会提携商品｢速マル｣ を提
供していきます。

創 業 者 支 援 融 資 へ の 取 り 組 み

M＆Aの活用、中小企業再生支援協議会等外部支援機関との連携を活用したラン
クアップ率の向上、および計画策定に向けた取り組みを強化し、経営改善計画の策
定率の改善を図っていきます。

取 引 先 の 経 営 改 善 支 援

事業承継、企業組織再編、資本政策、M&A等のコンサルティング機能を強化し、よ
り多くのお客さまにコンサルティングサービスを提供してまいります。

法 人 を 中 心 と し た 事 業 承 継 支 援 等
コ ン サ ル テ ィ ン グ サ ー ビ ス の 強 化

企業再生の一手段として、外部資源の有効活用を継
続していきます。

中 小 企 業 再 生 支 援 協 議 会 、
再 生 フ ァ ン ド の 活 用

父母からも好評の「りゅうぎんキッズスクール」を継続実施していきます。

小 学 生 向 け お 金 と 経 済 に 関 す る セ ミ ナ ー 開 催

外部機関との提携を生かし、お客さまへの情報発信等を拡充していきます。

ビジネスマッチング、ビジネスサミット（商談会）、ビジネスクラブサービスの提供

2007年度に実績を積み上げた動産担保融資を引き続き継続していくとともに、PFI（※）等の活用にも取り組んでいきます。
※PFI (Private Finance Initiative )民間の資金、経営能力および技術能力を活用して公共施設等の建設、維持管理、運営等を行う方法。

動 産 ・ 債 権 譲 渡 担 保 融 資 、 A B L 、 P F I 等 の 活 用 推 進

地域力連携拠点

「りゅうぎん経営相談センター」

2008年度の推進計画について

　「創業・新事業支援」⇒「経営改善支援」⇒「事業再生」⇒「事業承継」という取引先企業の成長段階に応じて当行の強み

を生かした取引先支援に取り組んでいきます。

　なお、当行は内閣府沖縄総合事務局より「2008年度地域力連携拠点事業」における「地域力連携拠点」として選定されま

した。取引先企業の支援については、当行独自の取り組みに加えて、この「地域力連携拠点」としての役割をフルに活用し

ながら実施していきます。 

　取引先の事業価値を見極めて資金を供給するという地域密着型金融の基本を踏まえ、不動産担保、個人保証に過度に

依存しない融資へ積極的に取り組んでいきます。

　地域全体の活性化のために、事業法人への支援のみならず、地域の情報を活用した地域住民を対象とした多様な金融

サービスの提供に力を入れていきます。

ライフサイクルに応じた取引先企業の支援強化

　2007年度は事業承継コンサルティング・企業組織再編コンサルティングを始めとするソリューション業務の強化・拡充を目

的として、これまでの連携先に加え、新たに県内税理士事務所と顧問契約を締結するなど、外部専門家との連携を強化し

ました。その結果、13件のコンサルティング案件について、外部専門家を入れたチームを結成することにより、高度なコン

サルティングサービスを実施することができました。

　2008年3月末時点では、外部専門家との連携先数は5先（うち県内2先、県外3先）となっています。

外部専門家との連携強化

　県内若年層に対する金銭教育を目的として、2003年から県内小学生を対象に毎年夏休み期間中に「りゅうぎんキッズス

クール」を継続して開催しています。「お金の大切さ」「社会でのお金の流れ」などをゲーム形式で楽しく学ぶことができるプ

ログラムを提供しています。

　教室を見学した父母からも「学校で教えられないような内容なので継続的に取り組んでほしい」など有益な感想をもらって

います。2007年度は8月に計4回実施し、延べ157名が参加しました。

若年層への金融知識の普及

事業価値を見極める融資手法をはじめ中小企業に適した資金供給手法の徹底

地域の情報集積を活用した持続可能な地域経済への貢献

地域の情報集積を活用した持続可能な地域経済への貢献




